
5.6  

10.6  

28.6  

32.6  

16.7  

7.1  

12.5  

15.9  

18.2  

21.0  

22.9  

27.3  

40.0  

45.1  

23.0  

20.8  

61.1  

62.8  

42.9  

60.5  

52.6  

58.6  

57.1  

58.3  

56.8  

81.8  

45.2  

65.3  

55.8  

50.0  

44.1  

54.6  

53.9  

33.3  

26.6  

28.6  

7.0  

30.8  

41.4  

35.7  

29.2  

33.9  

11.9  

16.9  

10.0  

10.8  

22.5  

25.3  

金融・保険業(n=18) 

卸売・小売業(n=113) 

通信・ソフトウェア業(n=28) 

運輸業(n=43) 

非製造業(n=312) 

一般機械器具(n=29) 

繊維(n=42) 

精密機械器具(n=24) 

食料品(n=44) 

ゴム・皮革(n=11) 

鉄・非鉄・金属(n=62) 

電気機械器具(n=118) 

化学・医薬(n=77) 

木材・パルプ(n=10) 

輸送機械器具(n=102) 

製造業(n=592) 

総数(n=904) 

３．東日本大震災の影響と対応(1) 
東日本大震災による事業への影響 

(中国 省市別、業種別) 

188 

487 

229 

深刻な影響があった

（ある） 

軽微な影響があった

（ある） 

なかった（ない） 

中国(n=904) 

省市別 

(20.8％) 

(53.9％) 

(25.3％) 

9.6  

13.5  

13.7  

14.3  

15.3  

16.1  

30.0  

30.4  

38.8  

56.6  

54.9  

43.1  

53.6  

52.0  

61.3  

55.0  

57.0  

40.8  

33.7  

31.6  

43.1  

32.1  

32.7  

22.6  

15.0  

12.6  

20.4  

北京市(n=83) 

山東省(n=133) 

上海市(n=102) 

福建省(n=28) 

遼寧省(n=98) 

江蘇省(n=31) 

天津市(n=40) 

広東省(n=293) 

湖北省(n=49) 

0 20 40 60 80 100 (％) 

業種別 
0 20 40 60 80 100 

(％) 

東日本大震災により、事業に影響(深刻な影響＋軽微な影響)があった企
業の割合は74.7％。特に、自動車産業が集積する湖北省、広東省、天津
市において、深刻な影響を受けた企業の割合が高い。 

製造業では輸送機械器具、木材パルプ、非製造業では運輸業、通信・ソ
フトウェア業で深刻な影響があった企業の割合が多かった。 

(注)n＞10の地域、業種 
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３．東日本大震災の影響と対応(２) 

影響を受けた具体的事業活動では、「日本からの仕入れ・調達の
減尐」 と回答した企業が304社で最大、「現地販売の減尐」が240
社で続く。 

事業活動が影響を受けた期間は、仕入れ・調達、現地販売のいず
れに関しても、８割以上の企業が６ヵ月未満と回答。 

東日本大震災によって影響を受けた 
具体的な事業活動と期間（中国） 

304  

240  

202  

179  

87  

64  

56  

13 

36 

45 

29 

105 

77 

56 

日本からの 

仕入れ・調達 

(n=317) 

現地販売 

(n=276) 

日本への輸出 

(n=247) 

現地生産・加工 

(製造業のみ) 

(n=208) 

在庫(部品・原材料) 

(n=192) 

在庫(製品・商品) 

(n=141) 

現地調達・仕入れ 

(n=112) 減尐 増加 

0 100 200 300 (社) 

日本からの仕入れ・調達の減尐 現地販売の減尐 

日本への輸出の減尐 

在庫(部品・原材料)の減尐 

現地生産・加工の減尐(製造業のみ) 

58.3
% 

28.7
% 

3.7% 

3.0% 
6.3% 

50.5% 

30.8% 

11.6% 3.0% 

4.0% 

56.9
% 

36.8
% 

4.0% 
0.6% 1.7% 

49.6
% 40.2

% 

6.0% 

0.9% 
3.4% 

57.1
% 

34.5
% 

3.6% 4.8% 

58.1
% 

36.2
% 

4.8% 
1.0% 0.0% 

    

影響の期間 

在庫(部品・原材料)の増加 

1～3ヵ月未満    3～6ヵ月未満     6ヵ月～1年未満 

1年以上          予測不可 
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３．東日本大震災の影響と対応(３) 

震災後の事業戦略・方針については、「見直さない(なかった)」との回
答が66.7％と全体の3分の2を占めた。最大の理由は、「既にサプライ
チェーンが復旧」したこと。「大幅に見直した」との回答は3.3％にとど
まった。 
また、見直さない理由の「その他」には、日本との取引(調達・販売)が
ない・尐ない、との記述が目立った(自由記述方式)。 

見直す企業の具体的方針では、「現地調達・仕入れの拡大」および
「日本からの仕入れ・調達の縮小」が上位２項目だった。 

震災後の事業戦略・方針の見直し（中国） 
具体的な見直し方針(複数回答) 

中国 総数(n=306 ) 

10 

(.3.3％) 

92 

(30.1％) 

204 

(66.7％) 

大幅に見直した（見直す） 

多尐見直した（見直す） 

見直さない（なかった） 

0 10 20 30 40 

(％) 

37.4  

29.1  

21.1  

17.1  

15.4  

14.6  

10.9  

10.0  

9.1  

7.7  

6.0  

5.1  

5.1  

3.1  

14.3  

現地調達・仕入れの拡大 

日本からの仕入れ・調達の縮小 

現地販売の拡大 

在庫（部品・原材料）の圧縮 

事業の拡大（現地生産増など） 

在庫（部品・原材料）の積み増し 

在庫（製品・商品）の圧縮 

日本への輸出の縮小 

在庫（製品・商品）の積み増し 

事業の縮小・撤退（現地生産減など） 

現地調達・仕入れの縮小 

日本への輸出の拡大 

現地販売の縮小 

日本からの仕入れ・調達の拡大 

その他 (n=350 ) 

35.4  

19.6  

13.9  

12.2  

7.1  

34.6  

既にサプライチェーンが復旧 

従前の取引先との関係を重視 

日本から代替の難しい部品・原材

料を仕入れている 

従前から、調達先を分散してきた 

従前から、余裕をもった在庫管理を

してきた 

その他 

見直さない理由(複数回答) 

(n=353 ) 

0 10 20 30 50 

(％) 

40 
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